
事務事業評価シート（総括表）
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街区調査　　若松町ほか　　０．４０ｋ㎡を実施しました。
地籍情報システム導入（１６・１７年度２か年で構築）

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦

実績３⑧

0.00 0.00

0.00 0.00

③＝②／① ％ 100.00

街区調査　　河田町ほか　　０．４６ｋ㎡を実施しました。

平成17年度

平成18年度

目標値３⑦ 0.00 0.00

0.00
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業
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果
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各年度目標値の累計が平
 成21年度目標水準2.9ｋ㎡

 

 対象面積
 　　18.12ｋ㎡

 

 目標値
16年度まで0.93ｋ㎡　17
年度 0.40ｋ㎡　18年度
0.46ｋ㎡　19年度 0.44ｋ
㎡　20年度 0.42ｋ㎡　21
年度 0.25ｋ㎡　　計

 2.90ｋ㎡
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108.57 100.00 100.00

％ 0.00 0.00

実績１② ｋ㎡ 0.34

0.00

0.00 0.00実績２⑤

単　位 平成15年度 平成16年度 平成17年度

0.40

0.40

0.35

0.38

街区調査実施面積

成果の達成状況

調査により境界が明確になった道路とそれ
に囲まれる街区の占める面積です。

平成21

（ 2.9k㎡ ）

　道路管理に必要な境界、面積、所有者などを確定することにより、安全安心なまちづくり事業が推進され
ます。

事務事業 74 地籍情報の調査

大項目 01 計画的なまちづくりの展開

章 3 安全で快適な、みどりのあるまち

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

01

成果（事業が意図する成果）

適切な都市構造の実現施策

事業内容

対象・手段
　登記所の登記事項をあらかじめ調査したのち、現地立会いにより境界を確認し、その結果を測量して道
路と民有地の境界や隣接する土地の情報を調査します。

目的
　道路管理に必要な境界、面積、所有者などを確定することにより、安全安心なまちづくり事業を推進し
ます。

事業の実施内容

平成18年度 備　　考

目標値１① ｋ㎡ 0.34 0.46

（ ） の水準達成

の水準達成

（ ） の水準達成



　国土調査法に市町村が実施主体として定められています。

改
革
方
針

現状のまま
継続

　現在、権利者が多く立会いの難しいマンションの確認率を上げることが課題であり、他
の自治体でも同様の課題を抱えていることから、今後は地籍調査連絡会議等で最良の方法
を検討していきます。
平成２２年度からは、国が国土調査第６次１０箇年計画を策定することに併せて一筆地調
査にも着手していく予定です。一筆調査では今以上に地権者との調整に時間と労力を要す
るため、事業を円滑にすすめるための方法論を確立していきます。

※

1

方向性

14年度 　

17年度

実施の成果

1.50

※

3
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　国土調査法と本施策には共通した理念が認められます。

　適切な都市構造の実現するためのいわば基礎情報が地籍情報であり、すべての都市活
動を円滑に進めるために必要な調査です。

3

3

　都市計画事業の基礎である用地取得を円滑に進めたり、災害時の復旧を迅速に行える
などの効果があります。

1.50

　調査が困難であり多くの時間を要していますが、実績も順調に推移しています。

　各土地所有者が独自に測量するのに比べて広範囲で実施するスケールメリットがあり
100分の１の費用で実施できるとの報告もあります。
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行政の関与

妥当性

施策寄与度

1.50

達成度

効率性

0.00 0.00 0.00

34,605 34,200

24,456 25,396 29,030

職員
常勤職員

人
1.50

非常勤職員 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

24,816

一般財源投入率⑰／⑭

特定財源⑱ 37,875

％ 39.58 42.61

32,430

41.41 47.23

0.00 0.00

62,691 59,061

受益者負担⑮ 千円

純計⑯＝⑭－⑮ 千円

0

0.00 0.00

59,596 61,460

1,849

0 0

0 0

62,691 59,061

45,493 46,139

12,507 12,420

0 0

59,596 61,460

0

課名称 管理課

1,596 2,901

平成18年度

12,507

平成17年度平成16年度 備　　考

44,70549,640

12,507

部名称 環境土木部

人件費⑪ 千円

単　位 平成15年度

事務費⑫ 千円 544

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円

減価償却費等⑬ 千円

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円

受益者負担率⑮／⑭ ％

Ｂ

事業に関する検討課題

　都心部での地籍調査では土地の権利者が複数に及び且つ複雑であることや、個人情報保護等の問題から地
権者調査の確認が困難であり多くの時間を要しています。
　また、現在実施している街区調査の後続事業である一筆地調査は、民有地と民有地の境界を調査していく
ものです。今以上に地権者との調整に時間と労力が必要であり、円滑にすすめるための方法論を確立するな
どの体制強化が必要です。

総
合
評
価

　地籍調査の成果は、区のまちづくり計画から個人の土地取引まで、土地に関するあらゆ
る行為の基礎となり、地域の整備計画、災害時の復旧、開発、建築行為等に役立ちます。
現在、地権者の調査や現地境界点の確認作業が困難であるが、実績としては予定どおり進
捗しており、今後、活発な社会全体の経済活動を土台から支えていくものと評価していま
す。
　また、この調査は毎年1,000人以上の地権者と立会いを行ったり、成果の書式に様々な
決まりがあることなどから直営での実施は困難で、委託することにより効率的に実施して
いるところです。
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過年度評価
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16年度

15年度


